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　戦後地方自治の蓄積の 1つの到達点といえる 1999 年
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によれば、2016 年 4 月 1 日現在、全都道府県・市区町
村において、公共施設等総合管理計画の策定を予定して
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　なお、図表 5に示すように、2016 年 4 月 19 日に内閣
官房まち・ひと・しごと創生本部事務局が発表した「地
方人口ビジョンおよび地方版総合戦略の策定状況」8）に

























（内） 2017 年 3 月までに策定完了予定 1,320
（内） 2017 年 4 月以降に策定完了予定 10
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※市町村間の人口移動については、内閣官房まち・ひと・しごと創生本部事務局から平成 24 年、25 年の 2か
年分のデータを平成 27 年 1 月に提供する予定である。
イ　将来人口の推計と分析






















創生本部事務局から平成 27 年 1 月頃に提供する予定である。
②地方移住の現状や希望状況（UIJ ターン、子育て期・退職期の移住など）
③高校、専門学校、大学等卒業後の地元就職率の動向や進路希望状況
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2020 年の時点について記載するとともに、例えば 10 年ごとなど、対象期間中の中間時点についても記載すること
が望まれる。
図表 5　人口ビジョン・総合戦略の策定状況
（2016 年 4 月 1 日現在）
（内閣官房まち・ひと・しごと創生本部事務局［2016］が発表した「地方人口ビジョン及び地
方版総合戦略の策定状況」をもとに筆者作成）。






















39  3  5 0 38 4 5  0  
市区町村 
（全1,741） 
758  201  779 3 729 189 819  4  
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年時点での平均寿命が男性 42.06 歳、女性 43.20 歳であ
るのに対し、2010 年時点での平均寿命は男性 79.55 歳、
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女性 86.30 歳となっている 11）。学歴も義務教育終了後は
就業することの多かった時代から高等学校への進学率が
9割を超え、大学への進学率も約 50％となっている現在





















































　策定時期別には、2016 年 1 月末までに策定した自治体
のうち環境の変化に対応している自治体が約32％、対応































10 月 30 日までに人口ビジョン・総合戦略を策定 12）した
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図表 6　2 つの計画における社会環境の変化への対応状況（県庁所在市）















札幌市 ― ×（1601） 政令指定都市
青森市 ×（1602） ×（1510）
盛岡市 ×（1502） ×（1510）
仙台市 ○（1403） ○（1603） 政令指定都市
秋田市 ― ○（1602）
山形市 ×（1602） ○（1602）




さいたま市 ×（1403） ×（1511） 政令指定都市
千葉市 ×（1505） ○（1603） 政令指定都市
横浜市 ○（1503） ○（1511） 政令指定都市　旧五大都市







静岡市 ×（1503） ×（1510） 政令指定都市
名古屋市 ×（1103） ○（1603） 政令指定都市　旧五大都市
津市 ― ×（1603）
大津市 ― ×（1510）
京都市 ○（1503） ×（1509） 政令指定都市　旧五大都市
大阪市 ×（1512） ×（1603） 政令指定都市　旧五大都市












福岡市 ×（1306） ○（1510） 政令指定都市
佐賀市 ― ×（1510）
長崎市 ×（1602） ×（1603）
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体における策定状況が 2016 年 4 月 1 日時点で 23.6％と
なっているのに対して、人口ビジョンは国からの計画策
定要請が公共施設等総合管理計画よりも 8カ月遅かった




計画については、2014 年 10 月に自治財政局財務調査課























（2016 年 1 月末時点）
○　6自治体
×　13 自治体
（2016 年 2 月～ 3月）
○　2自治体
×　6自治体
（2015 年 10 月末時点）
○　5自治体
×　17 自治体
（2016 年 1 月末時点）
○　6自治体
×　24 自治体
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が発表した同年 10 月 1 日現在の「公共施設等総合管理
計画の基礎自治体における策定状況」13）によれば、2016
年 4 月 1 日時点での策定完了予定基礎自治体は 1741 の




等総合管理計画策定についての要請が 2014 年 4 月 22 日










等総合管理計画の財政支援が、2017 年 3 月までに計画
を策定すれば 2016 年 3 月までに策定された場合と同様
であるのに対して、人口ビジョン・総合戦略への国の財
政支援策は計画の策定時期が 2015 年 10 月なのか、2016
年 3 月なのか、2016 年 4 月以降なのかにより、上乗せ
交付金や加速化交付金の申請要件を満たせるか否かの分
水嶺となる内容であった。そのため、公共施設等総合管
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